
環境スローガン 環境ポリシー

1. 率先して全方位活動を推進
2. 未来につなぐ環境技術を追求
3. 法遵守のみに留まらず、地域の自然をより豊かに
4. 社会との輪を増やす・広げる
5. 一人ひとりが地球のための考動を

環境保全の活動方針、中長期目標、重要課題への対応は、社長を委員長とする全社環境委員会で審議し、決定しています。全社環境委員会の
下には、全社環境委員会で決定した取り組みを進めていくための組織として、生産環境委員会、製品環境委員会、グリーン調達委員会が
あり、生産環境委員会には各工場・部門で取り組みを推進していくための工場・地区委員会と省エネ活動を工場を横断して推進していく
ための省エネ分科会を設置しています。また、サプライチェーンでの取り組み推進のため、主要取引先さまで組織する東海理化協力会に
カーボンニュートラル戦略対応委員会を設置し、環境委員会と連携をして活動を進めています。

当社は、国際的な環境非営利団体であるCDP（カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）が
実施する企業調査において、「気候変動」および「水セキュリティ」の2分野で、「リーダーシップ
レベル」に該当するA-の評価を2年連続で獲得しました。今後も、カーボンニュートラルをはじめ
とする環境リスクに対する施策とともに、環境関連情報の開示を積極的に進めていきます。

推進体制

TCFD・TNFDに基づく情報開示

気候変動への対応をマテリアリティの一つとして掲げ、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）、TNFD（自然関連財務情報
開示タスクフォース）の考え方に基づいて抽出したリスクと機会に対して、対応の方針･計画を策定することで、リスクの低減および
機会の拡大を確実に行っていきます。 

ガバナンス

取締役会は、カーボンニュートラル戦略の進捗状況について、
定期的に報告を受け、レビューを実施しています。戦略実行の
ための予算については、年度ごとに包括決議を行い、年間の計画
に対する判断・監督をしており、高額投資案件に対しては、個別
に報告を受け決議を行っています。

取締役社長を委員長とする全社環境委員会にて、リスクおよび
機会に対する対応方針となるカーボンニュートラル戦略の決定
と目標・実行計画の承認、計画に対する進捗管理とレビューを
行っています。

戦略
気候変動に対しては、移行リスク、物理リスクがそれぞれ最大となる2種類のシナリオを設定し、シナリオ分析によりリスクと機会を抽出して
います。リスクに対しては、レジリエンスを強化するための取り組みを環境委員会にて検討し、カーボンニュートラル戦略として中期経営
計画に織り込むことで、確実かつ計画的に対応を進めていきます。

※時間軸は、短期を5年未満、中期を5～10年未満、長期を10年以上としています。

リスクと機会に対する取締役会の監督体制

シナリオの設定

リスクと機会の評価と管理における経営者の役割

地球温暖化の抑止が社会基盤となり、温室効果ガス・再生可能
エネルギー関連の政策や技術革新、インフラ整備により脱炭素化が
加速し、気温上昇を1.5°C以内に抑えることが実現している社会。
気温上昇による物理リスクは低減されるが、規制強化やステーク
ホルダーからのニーズの変化など、社会変化に対する対応が求め
られるため、移行リスクが最大となるシナリオとして設定しています。

■ 1.5°Cシナリオ
地球温暖化を食い止めることができず、気温が4°C上昇して
しまった社会。気温の上昇に伴う気候変動により、集中豪雨・
台風の発生回数増加など自然災害による急性リスク増加や、
降雨パターン変化による水不足などの慢性リスクが発生し、物理
リスクが最大となるシナリオとして設定しています。

■ 4°Cシナリオ

リスクおよび機会（気候変動関連）

リスクおよび機会（自然関連）

CDP 「気候変動」「水セキュリティ」分野でA-を獲得

戦略推進のための取り組み Environment

「TCFD・TNFD開示推奨項目の対応状況」についての
詳しい情報はWebサイトをご覧ください環境戦略

今枝 勝行

持続可能な社会の実現のため、
環境ポリシーを取り組みの基本姿勢とし、
社員一人ひとりが地球の未来を考えて行動する全方位活動を展開

生産技術センター長
CN/CE戦略推進室担当
取締役 執行役員

種類

規制

評判

技術

急性

慢性

移行
（1.5°C）

物理
（4°C）

区分

リスク
機会
リスク
機会
リスク
機会
リスク
リスク
リスク

中期
中期
長期
長期
長期
長期
長期
長期
長期

大
ー
大
ー
中
ー
中
大
小

10億円
15億円

200億円
ー　

50億円
10億円

100億円
1億円

30億円

炭素税の導入による操業費用の増加
温室効果ガスの低減によるコスト低減（炭素税、電力料金など）
脱炭素化をめざさないことによる、お客さまからの取引解消
カーボンニュートラル対応の情報開示による資金調達の安定化
低炭素化へ向けた材料変更による、材料コストの増加
低CO2製品開発による受注拡大
自然災害の激甚化による工場操業停止、サプライチェーン分断による売上減少
平均気温の上昇による空調コストの増加
降水量の変化による水供給不足

説明 時間軸 可能性 影響額

短期・中期・長期のリスクと機会 事業・戦略・財務に及ぼす影響

規制

評判

技術

急性

リスク

機会
機会

機会

リスク

長期

中期
長期

中期

長期

小

ー
ー

ー

中

30億円

1億円
ー

ー

10億円

移行

物理

河川放流水の水質規制強化により、放流できなくなることによる工場操業停止

生物多様性保全活動の積極的な取り組みによる、ステークホルダーからの
評価向上

自然環境の喪失により、自然資源が使用できなくなることによる製品製造停止

自然・生物多様性保全対応の情報開示による資金調達の安定化
生物多様性保全に貢献する製品開発による受注拡大

種類
区分 説明 時間軸 可能性 影響額

短期・中期・長期のリスクと機会 事業・戦略・財務に及ぼす影響

音羽・萩工場
環境委員会

TAC
TRT
TRCF, TRMN

豊田工場
環境委員会

TRQSS
TSB, TRSI
TRCW, TRBR

本社工場
環境委員会

東海理化
取引先さま

海外拠点

東海理化協力会

CN戦略対応委員会

全社環境委員会（委員長：社長）

生産環境委員会 製品環境委員会 グリーン調達委員会

サプライチェーンで連携

連携強化

モノづくり
センター
環境委員会

VCセンター
環境委員会

省エネ分科会 塗装革新WG　鋳造革新WG　成型革新WG

事務棟
環境委員会

BAMBOO＋
環境委員会

推進体制図

TRAM（北米統括会社）TRMI, TRMX
TRI, RICA, TRP
TRCZ, TRB, TRCT

東海理化の価値観 長期戦略 実行戦略 ガバナンス 成果と重要な成果指標（KPI）
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第三者検証：信頼性ある開示のためSCOPE1,2は、SGSジャパン株式会社による検証を受審しています。詳細は当社HPを参照ください。

温室効果ガス排出量（連結）

レジリエンス強化の取り組み

IEA（国際エネルギー機関）Net Zero by 2050やIPCC（気候変動に関する政府間パネル）RCPなどの気候変動シナリオを参考に分析し、
リスクの特定・影響評価を行っており、影響評価は金額での定量化につとめ、財務に対する影響の把握を行っています。特定したリスクと
機会に対しては、具体的な対応と目標を環境取り組みの対応方針・計画に織り込み、進捗管理を行っています。また、状況変化にも柔軟に
対応していくため、リスクと機会は、最新のシナリオや社会動向により定期的に評価の見直しを行っています。

戦略推進のための取り組み Environment

環境戦略

IEA（国際エネルギー機関）Net Zero by 2050
やIPCC（気候変動に関する政府間パネル）
RCPなどの気候変動シナリオを参考に分析
を行い、リスクの特定・影響評価を行って
います。影響評価は金額での定量化につとめ、
財務に対する影響の把握を行っています。

リスクと機会の特定・評価プロセス

特定したリスクと機会に対しては、具体的な
対応と目標を環境取組の対応方針・計画に
織り込み、進捗管理を行っています。また、
リスクと機会は、最新のシナリオや社会動向
により定期的に評価の見直しを行い、評価
制度の向上を図ることとしています。

リスクと機会の管理プロセス

組織全体のマテリアリティ分析では、社会の土台
である自然環境の保全を分析項目として取り上げ、
その中から「気候変動への対応」を重要課題として
特定しています。そして、全社年度方針では、6つ
の経営の柱の一つとして環境経営を位置付けて
おり、その中で課題に対する取り組みとしてカー
ボンニュートラルの実現を挙げています。

組織全体のリスク管理への統合・伝達状況

バリューチェーンマッピング

第8次環境取り組みプラン 活動項目･目標

第8次環境取り組みプラン

環境ポリシーの「率先して全方位活動を推進」の考えに基づき、バリューチェーン全体での事業活動と環境影響の関係をマッピング
により整理し、特定した環境影響に対して、5ヵ年（2026年度～2030年度）の取り組み計画である第8次環境取り組みプランを
策定しました。各目標の達成に向け、東海理化グループ一丸となって活動を推進していきます。

リスク レジリエンス強化の取り組み 相互関係評価事項

炭素税の導入による操業費用の増加

脱炭素化をめざさないことによる、
お客さまからの取引解消

• 省エネの徹底、温室効果ガスの代替化によるGHG排出量の低減
• 再エネの導入拡大による、再エネ率向上
• 物流効率改善、FCV導入による輸送CO2排出量低減

• オフサイト再エネ導入の自然影響

ー

ー

ー

• バイオマス利用の持続可能性
• バイオマス利用の自然影響

• 排水量低減による自然影響緩和

• 中長期戦略の策定と開示
• 仕入先との連携強化

• 低CO2材料の開発（バイオマス材料）

• 事業継続計画（BCP）の策定

• 空調設備のトップランナー設備への更新

• 製造工程の水再利用により取水量抑制

低炭素化へ向けた材料変更による、材料コストの増加

平均気温の上昇による空調コストの増加

降水量の変化による水供給不足

自然災害の激甚化による工場操業停止、
サプライチェーン分断による売上減少

区分

合計

 62,611
78,700

1,278,338
1,081,243

105,767
16,013
51,125
1,473
3,184

10,279

7,034
58

2,162

1,419,649

自らによる直接排出
他社からの電気などの供給に伴う間接排出
事業活動に関する他社の排出量
購入した製品･サービス
資本財
SCOPE1,2に含まれない燃料
輸送･配送（上流）
事業から出る廃棄物
社員の出張
社員の通勤
リース資産（上流）
輸送・配送（下流）
販売した製品の加工
販売した製品の使用
販売した製品の廃棄
リース資産（下流）
フランチャイズ
投資

SCOPE1,2に含まれる

非該当

未算定

非該当

非該当

95,211
81,188

1,497,524
1,290,642

115,708
12,968
49,068

1,498
3,327

10,603

6,738
44

6,928

1,673,923

SCOPE1
SCOPE2
SCOPE3

CATEGORY1
CATEGORY2
CATEGORY3
CATEGORY4
CATEGORY5
CATEGORY6
CATEGORY7
CATEGORY8
CATEGORY9
CATEGORY10
CATEGORY11
CATEGORY12
CATEGORY13
CATEGORY14
CATEGORY15

2024年度 2025年度

SCOPE1,2低減シナリオ

2013

50

（％）
100

2025 2030 2040 2050

2013年比 2030年
CO2排出量 ▲60％
再エネ率 70％以上

成行による増加

製造工程で使用する
　 温室効果ガス代替化

省エネ、設備更新に
　 よる高効率化

再生可能エネルギー
水素など新エネルギー

革新生産技術の
開発導入

指標と目標

KPI 対象

連結

連結
連結
単独
単独

2013

2023※

2023※

2019

2030
2035
2030
2030

2030

96,055（▲60%）
72,041（▲70%）
109,606（▲50%）

1,131,209（▲25%）
70%
100%

551千m³（基準年以下）

基準年 最終年 目標値（基準年比）

176,399

1,497,524
19%
13%

464千m³

2024年度

141,311

1,278,338
26%
27%

517千m³

2025年度
目標 実績

SCOPE1,2

SCOPE3

再エネ率

取水量
※SBT認定

単位：t-CO2

CN-5 LCAシステムの構築と運用
CN-6 搭載車両の燃費改善に貢献する軽量化、小型設計の推進
CN-7 化石資源プラスチック代替化、低CO2材利用拡大の推進

CN-8 サプライヤーとの製品･物流･生産戦略連携によるCO2低減

項目 目標

カ
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ボ
ン
ニ
ュ
ー
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ラ
ル

サ
ー
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ュ
ラ
ー

エ
コ
ノ
ミ
ー

ネ
イ
チ
ャ
ー
ポ
ジ
ティ
ブ

環
境
経
営

連結環境マネジメントの強化推進

環境貢献製品の提供推進
ビジネスパートナーと連携した環境活動の推進
グローバル社員教育･啓発活動の強化

環境情報の積極的開示とコミュニケーションの充実

NP-1 自然共生サイトの創出
NP-2 希少種保全･外来種駆除による生態系をまもる活動の推進
NP-3 生物の生息生育空間の拡大・質向上による生態系ネットワークをつなげる活動の推進
NP-4 地域と連携した普及啓発による人と自然の共生をひろめる活動の推進
NP-5 各国、各地域の法規動向を踏まえた製品含有化学物質の管理充実と、より環境負荷の少ない物質への切替え推進
NP-6 PRTR対象物質の継続的管理と低減活動の推進
NP-7 自主基準値での排水管理徹底による水質リスクの低減
NP-8 各国、各地域の水環境事情を考慮し、継続的な水使用量低減活動を推進

EM-1 各国、各地域での環境委員会活動の充実による環境パフォーマンス向上に向けた活動の強化
EM-2 各国、各地域の環境法令遵守と環境リスクの未然防止活動強化
EM-3 環境貢献製品の開発･事業拡大
EM-4 サプライヤーとの連携を一層強化し、グローバルでともに環境を良くする活動を推進
EM-5 グローバルでの環境教育を通じた環境保全意識の啓発推進
EM-6 環境に関する情報開示のさらなる内容充実
EM-7 各地域での環境コミュニケーション活動の充実

生物多様性保全活動の推進

CE-1 リサイクル配慮設計の推進
CE-2 PCR材・PIR材･バイオマス材の使用推進
CE-3 歩留り改善、社内再利用材の活用による資源製品化率の向上
CE-4 排出物低減生産技術の開発･導入と日常改善活動による排出物低減活動の推進

CE-5 リサイクル配慮設計の推進

CEに配慮した製品設計の推進

生産活動における排出物低減と資源有効利用

梱包包装資材の低減と資源の有効利用

環境負荷の低減

自然資源の利用抑制 取水量：目標（2030年度） 2019年度実績以下

CN-1 Mg鋳造で使用するSF6ガス代替化による温室効果ガス排出量の低減
CN-2 既存生産技術の改善、革新生産技術の開発導入、見える化によるムダの徹底排除による省エネ推進
CN-3 輸送トラックのFCVなど環境対応車への切替え、輸送効率の一層改善によるCO2低減の推進

温室効果ガス排出量 SCOPE1,2の低減

温室効果ガス排出量 SCOPE3の低減

廃棄物排出量：目標（2030年度） 2019年度実績以下

素材由来CO2：目標（2030年度） ▲10%（2040年▲40%）

仕入先CO2：目標（2030年度） ▲30%

SCOPE1,2排出量：目標（2030年度） ▲60%

CN-4 再生可能エネルギーの導入拡大

基準年：2013年度

基準年：2020年度

基準年：2019年度

▲60%

再エネ率：目標（2030年度） 70%連結

連結 単独

単独

単独

単独

単独

国内 100%

開発設計

CN-6 製品の軽量小型化 CN-8
サプライヤーの
CO2排出

EM-4

EM-3

サプライヤー連携

CN-7 低CO2材料の利用

CE-2 リサイクル材料の利用

CE-1

NP-5 製品含有化学物質

CN-1 温室効果ガスの排出

CE-3 資源の消費

CE-4 生産廃棄物の排出

CN-2,4 エネルギーCO2の排出 EM-2

NP-6

NP-7

環境負荷物質の排出

NP-8 水資源の利用

法令遵守、公害防止

CN-5 LCAの構築 EM-1 EMSの改善NP-1,2,3 自然資本保全 NP-4 地域貢献 EM-5 人財育成 EM-6,7 情報開示、コミュニケーション

生産調達 物流

CN-3
燃料使用による
CO2排出

梱包･包装での
資源消費

CE-5

製品使用

環境貢献製品の
提供

廃棄

リサイクル配慮
設計

単位：t-CO2

バリューチェーン全体に関わる項目

東海理化の価値観 長期戦略 実行戦略 ガバナンス 成果と重要な成果指標（KPI）
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廃棄物排出量

サーキュラーエコノミーの取り組み

資源循環体制の構築に向けた取り組み
ライフサイクル全体での資源循環体制構築をめざし、設計、生産、
物流の各段階で取り組みを行っています。設計ではリサイクル材
（PCR材、PIR材）・バイオマス材の使用や廃棄時に解体し易くする
などのリサイクル配慮設計の推進を行っており、生産では歩留り
改善・社内再利用材の活用による資源製品化率の向上や廃棄物
排出量の低減に取り組んでいます。また、物流では、梱包包装資材の
リターナブル化、軽量化、リサイクル材･バイオマス材への切替えに
よる資源の有効利用に取り組んでいます。

プラスチックの再利用
成形工程で発生するランナーの工程内再利用に取り組んでいます。発生したランナーを粉砕機で粉砕し、撹拌式混合機で粉砕材と新材を
一定の比率で混合することで、品質に影響を与えることなく成型材料で再利用することができます。これにより、ランナーの廃棄物がなくなり、
プラスチック材料を無駄なく利用することができます。また、サプライチェーン全体でのプラスチック廃棄物の低減のため、取引先さまと連携
した資源循環体制を構築しています。取引先さまから出るプラスチック端材を、物流トラックの空きスペースで巡回収集し、リサイクル工場で
再生材に加工して販売することで、端材を廃棄物にすることなく再利用しています。

バイオマス複合材料「BAMBOO＋®」生産開始　
BAMBOO＋®は、地域で収集した竹チップを独自の技術で繊維化し、工業的に成形利用できる
ように樹脂を複合したバイオマス材料です。独自の技術で繊維化した竹が最大55％含まれており、
石油由来原料の使用量を低減することができます。また、竹は成長が早く持続的な利用が可能で
あり、成長段階でのCO2吸収、竹利用による里山保全など、複数の視点で環境負荷の低減に貢献
することができます。このプロジェクトは、地域の方との協力により実現したプロジェクトです。
持続可能な社会を実現するために、モノづくりの会社として革新的な技術の開発を進めるとともに、
地域社会と連携をしながら、地球と人々に優しい製品をつくり続けていきます。

排出量 生産数当たり排出量

ランナー

成形機 粉砕機

粉砕材

材料タンク
新材

撹拌式混合機

混合材（リターン）

混合材（リターン）

除湿乾燥機

ランナー
成形品

2,000
（ t ） （t/百万個）
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0

0.5
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0
（年度）

0.370.37

1,8141,814

2019

0.360.36

1,6541,654

2020

0.350.35

1,6471,647

2021

0.310.31

1,5041,504

2022

0.210.21

1,3561,356

2023

0.220.22

1,3451,345

2025

0.200.20

1,2801,280

2024

当社のシートベルト端材を使ったアップサイクルブランド「THINK SCRAP」が、一般社団法人
日本自動車会議所が主催する第5回クルマ・文化・社会・パートナーシップ大賞（CSP大賞）
において、「環境貢献賞」を受賞しました。「THINK SCRAP」は、捨てられるはずだったシート
ベルト端材を有効活用し、価値ある製品へと生まれ変わらせるアップサイクルブランドです。
地域の縫製工場や協力メーカーの皆さまと協働し、端材を活かした製品の製造・販売を通じて、
自動車文化の魅力を発信してきた取り組みが評価されました。
また、「THINK SCRAP」では、シートベルト以外の端材・廃材を活用した商品の開発も他企業
と積極的に協業して行っています。それぞれの素材の個性を活かし、そして余計なエネルギー
をかけずに丁寧に仕立てることが、廃棄物の低減や地域経済の活性化につながり、資源の
循環、さらには持続可能な未来の実現につながると考えて取り組みを進めています。 シートベルト端材を利用したバッグ

「THINK SCRAP」CSP大賞にて環境貢献賞を受賞

戦略推進のための取り組み Environment

環境戦略

CO2排出量の低減に貢献できる設備投資をより活発にするため、インターナルカーボンプライシング（ICP）を導入しています。社内炭素価格を
16,000［円/t-CO2］と設定し、CO2低減による経済効果を投資効果として評価することで、カーボンニュートラル戦略投資を促進しています。ICP
の導入により、CO2排出量の経済的影響を見える化でき、適切な投資判断につながります。また、リスクおよび機会のシナリオ分析にも適用する
ことで、気候変動が当社に及ぼす影響やその対策、戦略にかかる定量評価を行っています。

インターナルカーボンプライシング制度

カーボンニュートラルの取り組み

再生可能エネルギーの導入拡大
敷地内への太陽光発電設備の導入に加え、新規追加性のあるオフサイト

PPA※1を活用することで、実質的な再生可能エネルギーの導入拡大を

進めています。2025年度には、国内外の8拠点において、合計2,980kWの
太陽光発電設備を導入しました。また、オフサイトVPPA※2による環境価値の

調達により、再生可能エネルギーの使用率は26.1％まで向上し、2025年度
の目標である15％を達成しました。2030年には再生可能エネルギー使用率
を70％とする新たな目標を掲げ、さらなる導入拡大を進めています。

※1 オフサイトPPA：敷地外に設置した専用の再生可能エネルギー電源から、電力を直接調達する方法。
※2 VPPA：再生可能エネルギー電源から発電された電力に付随する環境価値のみを調達する方法。

電気の再生可能エネルギー使用率の推移

エネルギーCO2排出量

再エネ使用率（％） 計画
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休日など、太陽光発電設備の発電量が電力需要を上回る場合には、系統
への逆潮流を防ぐため発電を停止していました。こうした余剰となる
再生可能エネルギー由来の電力を有効活用するため、コンテナ型の定置用
蓄電池の導入を進めています。これにより、再生可能エネルギーの使用
率向上およびピークシフトの実現に寄与しています。

■ 蓄電池導入による余剰再エネの活用

エネルギー使用量の低減
カーボンニュートラルの実現に向けて、当社ではエネルギー使用量の
最小化をめざし、徹底したムダの排除、高効率機器への更新、燃料転換、
工法の見直しや革新的な生産技術の開発など、さまざまな取り組みを
行っています。新規設備の導入時には、社内で策定した省エネ指針に
基づいた省エネ仕様を反映させ、コストだけでなくCO2排出量も考慮した
投資判断を行っています。また、生産ラインごとのエネルギー使用量を
「見える化」するシステムを導入し、社内イントラネットを通じて誰でも
リアルタイムで使用状況を確認できる体制を整えています。これにより、
異常時の即時対応や日々の使用量分析によるムダの特定、CO2排出量
の多いホットスポットの低減対策の検討などに活用し、さらなるエネルギー
使用量の低減につなげています。

塗装工程では、均一な塗装品質を確保するため、塗装ブース内の温湿度を安定させる空調設備を使用して
います。従来は、温湿度の調整が容易な蒸気式を採用していましたが、蒸気配管におけるエネルギー
ロスが発生するなどの課題がありました。これらの課題を解決するため、熱源に蒸気を使用しない
ウエットエアー式空調機「WETCOMⅡ」を導入し、年間240t-CO2の低減を実現しました。

■ 塗装ブース用空調の電化

水素を利用して発電した電力で走行する燃料電池小型トラックを導入し、製品輸送に活用することで、年間
12.2t-CO2の排出低減を実現しました。また、愛知県における水素活用の拡大をめざす取り組み「あいち
物流脱炭素化推進会議」に参画し、当社が率先して水素を利用することで、地域における水素需要の
創出・拡大に貢献していきます。

■ 燃料電池小型トラックの導入

BAMBOO＋®

東海理化NExT

WETCOM Ⅱ

燃料電池小型トラック

TRCZ（チェコ）

東海理化の価値観 長期戦略 実行戦略 ガバナンス 成果と重要な成果指標（KPI）
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戦略推進のための取り組み Environment

環境戦略

ネイチャーポジティブの取り組み

まもる、つなげる、ひろめる活動
自然・地域と共生する企業をめざし、希少種保全や外来種駆除に
より生態系を「まもる」活動や、生き物の住処をつくり生態系の
ネットワークを「つなげる」活動を、地域や近隣企業と協力し、また
社員の家族にも参加いただいて、活動の輪を「ひろめ」ながら取り
組んでいます。

アルゼンチンアリ駆除剤「ぷりっとベイト」が、財団法人日本産業
デザイン振興会が主催する2025年度グッドデザイン賞のグッド
デザイン・ベスト100を受賞しました。アルゼンチンアリは、日本でも
生息地を広げている特定外来生物で、当社が開発した駆除剤
「ぷりっとベイト」は、一般的に使用されている粒体や半固体ペースト
の駆除剤とは異なり、自動車部品製造業として培ってきた知見・技術
を活かしたグリースを基材としているため、樹木、ブロック塀、石垣
など垂直な場所にも塗布ができ、風や水にも流されにくいため、さま
ざまな場所で使うことができます。この駆除剤も活用し、岐阜県可児市
や愛知県豊橋市で駆除活動に取り組んでおり、今回の受賞は、行政や
研究機関と一緒になって社会課題の解決に取り組む姿勢や、安全
などの作業性にも考慮している点を高く評価いただきました。

「ぷりっとベイト」 グッドデザイン･ベスト100受賞

活動による生物多様性保全への貢献が
認められ「あいち生物多様性企業認証」
の優良認証を取得しています。今後も、
未来の環境を守るため、活動の輪をさらに
広げて、より大きな貢献ができる活動に
していきます。

■ あいち生物多様性企業認証

地域と連携した森林づくり活動
地域の森林環境の生態系を守り、そして山地災害の防止、地球
温暖化の防止など、森林がもつ多面的な機能の維持と向上を図る
ことを目的に、岐阜県および川辺町と「企業との協働による森林
づくり協定」を締結して、森林づくりの活動を行っています。木曽川の
上流にあたる飛騨川が流れている川辺町の森林を保全することは、
当社本社で使用する水の水源である木曽川の保全・整備にも貢献
します。また、地元の森林組合やボランティア団体と協働し、地域
と交流しながら取り組んでいくことは、森林環境を守っていくことの
重要性を社会に浸透、認知させていくことにもつながると考えて
います。活動場所の「とかとかの森」は、希少植物ヒメイワカガミ
の群生地などもある自然豊かな場所です。一般の方も軽登山が
できる自然とのふれあいの場所でもあります。これからも積極的に
森林整備などの活動を進め、自然と人の共生の場になるよう取り
組んでいきます。

活動の場「とかとかの森」 岐阜県川辺町との協定締結式

森林保全活動 森林ツアー

ぷりっとベイトに群がる
アルゼンチンアリ

2025年度グッドデザイン賞の
グッドデザイン・ベスト100を受賞

ぷりっとベイト

環境経営

環境マネジメントシステムの構築・運用
各拠点が、継続的に環境パフォーマンスを向上していくため、環境マネジ
メントシステム（EMS）を構築し、外部認証を取得しています。東海理化および
全ての海外生産拠点では、ISO14001の認証を取得しており、国内グループ
会社では、ISO14001の他、エコアクション21の認証を取得しています。
秋田県に新たに設立された「東海理化トウホク」においてもエコアクション
21の取得に向けて準備を進めています。

環境リスクの低減
生産設備や構内作業における環境へのリスクを評価し、めっきや半導体製造
など工場排水による異常排水流出のリスクがある工程においては、未然防止
対策として、異常の自動検知や緊急遮断、緊急槽への切替えなどの設備対策
を行っています。また、緊急事態の発生時に迅速に対応できるよう、対応
手順や連絡体制を明確にし、関係部署合同での対応訓練を定期的に行う
ことで、影響を最小にする体制を維持しています。異常排水流出を含めた
環境事故の発生は、2012年以降ゼロ件を継続していますが、今後も発生が
ないよう、未然防止対策の強化・リスク低減の改善を進めていきます。

環境教育による人財育成
環境ポリシーの「一人ひとりが地球のための考動を」のマインドをもった
社員を育成するため、入社・昇格時の環境教育や環境法令・省エネなどの
専門知識・技能を習得する専門教育など、階層や職能に応じた体系的な
環境教育プログラムを設けています。各教育プログラムは、座学教育だけでなく、
実際の設備や測定器を使って省エネの方策・効果を学ぶ省エネ道場教育、
ビオトープでのネイチャーポジティブ学習など、実践に近い形での体感
教育や、受講者の予定に合わせて受けることができるeラーニング教育など、
窓口の広い導入教育からエキスパート向けの教育まで、段階的に知識・
技能を高めていけるカリキュラムを編成しています。

ビジネスパートナーと連携した環境活動の推進
東海理化および海外拠点各社では、グリーン調達ガイドラインを定め、
環境保全に対する考え方を理解していただくとともに、サプライチェーン
全体での環境マネジメントの強化を進めています。また、取引先さまで
組織する協力会の会員会社とは、定期会合での情報交換や事例共有、
現地でのヒアリングや改善支援を行い、双方のレベルアップにつながる
活動を進めており、カーボンニュートラルに向けては、賛同いただいた
取引先さまと共同でオフサイトPPAによる再生可能エネルギーを調達
するなど、サプライチェーンで一体となって活動を進めています。

生産拠点におけるEMS認証の取得状況

緊急事態対応訓練

省エネ道場教育

グリーン調達ガイドライン 物流倉庫屋根の太陽光発電所から
電力を共同調達

ネイチャーポジティブ学習

活動一覧

特定外来生物オオキンケイギク駆除

特定外来生物アルゼンチンアリ駆除

矢並湿地（ラムサール条約登録）への参加

構内ビオトープ整備活動

森林保全活動

小学校ビオトープの活用協力

地域の子どもたちへの環境学習講座

社員･家族参加の自然体感イベント

区分 活動内容 場所

まもる

つなげる

ひろめる

愛知県大口町、江南市、
犬山市、小牧市、豊川市

岐阜県可児市、
愛知県豊橋市

愛知県豊田市

愛知県大口町
（東海理化本社）

岐阜県川辺町

愛知県大口町

愛知県大口町

愛知県大口町、
岐阜県可児市

教育プログラム

 環境全般教育

 ビオトープ ネイチャーポジティブ学習
 段取り教育（アルゼンチンアリ防除）

キャリア入社者環境教育

主任昇格者環境教育

基幹職・幹部職昇格者環境教育

新卒入社者
教育

階層別教育
 初段コース（省エネ基礎）

 二段コース（測定・分析）

 三段コース（ムダ発掘手法）

省エネ基礎教育（eラーニング）
環境法令順法教育（eラーニング）
環境関連資格取得教育

省エネ
道場

職能別教育

各部新任環境委員教育

地区環境事務局教育

内部監査員登録教育

内部監査員スキルアップ教育

EMS定期教育

ISO教育

欧州
2/2社

中国
3/3社

北米
5/5社

南米
1/1社

アジア
7/7社

日本
6/7社

東海理化の価値観 長期戦略 実行戦略 ガバナンス 成果と重要な成果指標（KPI）
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